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要　　旨

　在宅精神障害者の「生活上の気がかり」とQOLを把握し、その関連を明らかにすることを目的に、地
域で暮らす精神障害者29名を対象に、WHOQOL−26と小高の「生活における不安と心配ごと」、「地域生
活におけるニーズ」 の質問項目を「生活上の気がかり」 として活用し質問紙調査を行った。 対象者の
QOL値は一般住民のQOL値に比べて低く、「経済的なこと」などの経済基盤に関すること、「仕事を見つ
けること」、「仕事の復職」などの就労に関すること、「病気悪化時の対応」「病気の再発・悪化」などの病
気に関することを「生活上の気がかり」として捉えていた。「生活上の気がかり」とQOL値との関連で、
日常生活や対人関係、社会生活に関する項目で有意な負の相関を認めた。在宅精神障害者を支援する上で、
日常生活・対人関係・社会生活における技能改善・向上を中心としたケアの必要性が示唆された。

はじめに
　平成16年厚生労働省は【精神保健医療福祉の改
革ビジョン】として精神保健医療福祉の基本方針
を「入院医療中心から地域生活中心へ」と定め、
「受け入れ条件が整えば退院可能な者（約 ７ 万人）」
について、精神科病床の機能分化・地域生活支援
体制の強化等を全体に進めることにより、併せて
10年後の解消を図る」としている １ ）。精神保健医
療福祉の基本方針の改革に伴い、保健医療分野で

は症状の緩和だけではなく社会生活における患者
自身の満足度を改善する 2 ） ことに治療目的が拡
大し、 アウトカム評価としてQOL（Quality of 
Life）が定着しつつある 3 ）。
　精神障害者のQOLについて疾患別、 入院・ 外
来別に比較した報告では、 統合失調症患者の
QOLはうつ病やそのケア提供者に比べると低く、
入院治療中の患者は外来治療中の患者に比べて低
いことを明らかにしている 4 ）。 精神症状とQOL
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の関係では、不安や抑うつ 2 ）、意欲の減退などの
陰性症状 4 ） や認められる精神症状の多さ 4 ） が
QOLに関連していると報告されている。 一方、
精神症状とQOLの関連は認められなかったとさ
れる報告もある 5 ）。個人や個人を取り巻く環境と
QOLの関係では社会生活技能 6 ） や自尊感情 7 ）、
居場所感 8 ）や自己効力感 9 ）、主観的ニーズ 5 ）と
就労形態 3 ） がQOLと関連していると報告されて
いる。いずれにしても、症状の緩和だけではなく
社会生活における患者自身の満足を改善すること
に治療の目的が拡大されていた現在、精神障害者
の精神症状の有無や重篤性だけではなく、その人
なりの生活全般を標的として可能な限り生活しや
すく、人生を楽しむ素地が失われることなく、生
き生きと送れるよう援助することが求められる10）。
　本研究は、 特に精神障害者の主観的ニーズと
QOLの関係を検討した小高5 ）の研究を手がかりに、
在宅精神障害者の「生活上の気がかり」 および
QOLを把握し、 双方の関連を明らかにして地域
生活を支援するための基礎的資料とすることを目
的とした。

研究方法
　 1 ．用語の定義
　 1 ）QOL：WHOの定義に準じ、QOLを「個人
が生活する文化や価値観の中で、目標や期待、基
準および関心にかかわる自分自身の人生について
の認識」とした。
　 2 ）生活上の気がかり：本研究における「気が
かり」とは、地域で生活する上で気にかかること、
心配、懸念と定義した。
　 2 ．調査方法
　在宅精神障害者の「生活上の気がかり」 と
QOLについて把握し、 その関連を明らかにする
ために質問紙調査を行った。
　 1 ）調査対象者：精神科病院に入院経験があり、
現在、精神科外来治療を継続している精神障害者
で、本調査に同意が得られた方とした。なお、本
調査は調査用紙の返信・回答をもって同意を得た
ものとした。
　 2 ）調査期間：平成23年 8 月から平成24年 3 月
であった。
　 3 ）調査対象者の募集およびデータ収集方法：
単科精神科病院 2 施設、訪問看護ステーション 2
施設、地域活動支援センター 1 施設、グループホ
ーム 1 施設の施設長に研究の目的、概要、倫理的
配慮を記した文書をもとに、研究者が口頭で説明

を行い、研究への協力を依頼した。
　研究への協力が得られた場合、研究協力者（施
設スタッフ）が調査該当者に本調査の目的、概要、
倫理的配慮を記した文書をもとに説明を行った。
本調査への協力はあくまでも任意であること、調
査該当者ご本人の意思を最優先して良いこと、さ
らに調査用紙ならびに返信用封筒等は無記名で回
収することを強調して伝え、調査該当者に切手貼
付済み封筒とともに調査用紙等を配布した。
　 4 ）調査内容
　（1）対象者の背景：年齢、性別、主たる日中の
活動状況（就労の有無、就労形態、就労期間）、
社会資源の活用について（内容）、精神科病棟を
退院後、地域で単身生活をしている期間
　（2）「生活上の気がかり」：小高 5 ）の「精神障害
者社会復帰サービスニーズ等調査」（日本精神科
病院協会）の質問項目を参考に作成した「現在の
生活における不安や心配ごと：10項目」と「地域
生活をする上での困りごと：20項目」の計30項目
を活用し、「大いに感じる： 4 点」から「全く感
じない： 0 点」の 5 段階リッカート法に修正した。
　（3）WHOQOL−26：WHOQOLは、1992年国際
的に共有できる評価尺度の開発を目指してプロジ
ェクトチームが立ち上げられ、1994年WHOQOL
−100が開発された。 続いて1997年WHOQOL−
26が開発された。WHOQOL−26は【全体： 2 項目】
と【身体的領域： 7 項目】、【心理的領域： 6 項目】、
【社会的領域： 3 項目】、【環境： 8 項目】の 4 つ
の領域を包含し、WHOQOL−100の 6 領域をお
よそカバーできるように修正されている。それぞ
れの質問項目は【まったくない（ 1 点）】から【非
常に（ 5 点）】の 5 段階で配点され、 4 つの領域
毎の合計点・ 平均値およびQOL平均値が算出さ
れる（但し、身体的領域の質問項目 3 ・ 4 、心理
的領域の質問項目26は逆転項目である）。QOL平
均値は最小1.00から最大5.00を示し、QOL平均値
が高いほど、QOLが高いといえる。
　 3 ．分析方法
　対象者の背景および「生活上の気がかり」、
WHOQOL−26は項目毎に単純集計を行い、「生
活上の気がかり」 とQOLの関連を把握するため
に相関分析を行った。
　 4 ．倫理的配慮
　調査該当者に対して、本研究への協力は任意で
あり、調査用紙の返信・回答をもって同意を得た
ものとする。得られたデータのすべては、鍵のか
かる場所に保管し、当該研究以外に使用しない。



― 37 ―

さらに、研究結果を公表する場合にも調査該当者
が特定されることのないように配慮し、研究終了
後はすべての情報・データは廃棄処分とすること
を明記した文書と口頭で説明し、研究への協力を
依頼した。なお、本研究は大阪府立大学看護学部
研究倫理委員会から承認を得ている。

結　　果
　単科精神科病院 1 施設、ディケア 1 施設、授産
施設 1 施設の 3 施設から研究協力を得て、質問紙
75部を配布した。29名から返信回答があり、回収
率は38.6％であった。質問項目の欠損値がなかっ
たため、29ケースすべてを分析対象とした。
　 1 ．対象者の背景
　 1 ）対象者の背景について（表 1 ）
　対象者の年代は30代 4 名（13.8％）、40代14名（48.3
％）、50代 5 名（17.2％）、60代 5 名（17.2％）、70
代 1 名（3.4％）で、40代が半数近くを占めていた。
対象者の性別は男性24名（82.8％）、女性 5 名（17.2

％）であった。
　主な日中の活動状況は対象者のうち、 1 名（3.4
％）は現在就労中で、雇用形態も正規雇用であっ
た。 同居生活者は15名（51.7％）、 単身生活者は
14名（48.3％）であった。単身生活者の単身生活
期間は最短 0 ヶ月から最長108ヶ月で、平均20.57
ヶ月であった。
　 2 ）社会資源の活用と内訳
　現在、何らかの社会資源を活用しているものは
19名（65.5％）、活用していないものは10名（34.5
％）であった。現在、活用している社会資源につ
いて複数回答が得られ、地域活動支援センター 6
名（24.0％）、授産施設 6 名（24.0％）、ディケア
5 名（20.0％）、訪問看護 3 名（12.0％）、訪問介
護 2 名（8.0％）、当事者会 2 名（8.0％）、就労継
続支援センター 1 名（4.0％）であった。
　 2 ．「生活上の気がかり」について（図 1 ）
　対象者が「大いに感じる」と回答が多かった項
目は「経済的なこと」などの経済的基盤に関する

表 1 　対象者の背景
（ｎ＝29）

　 n （％）

年代 30代 4 （13.8）

40代 14 （48.3）

50代 5 （17.2）

60代 5 （17.2）

70代 1 （ 3.4）

性別 男性 24 （82.8）

女性 5 （17.2）

就労の有無 あり 1 （ 3.4）

なし 28 （96.6）

社会資源の活用 活用している 19 （65.5）

活用していない 10 （34.5）

活用している社会資源の内訳
� （複数回答）

　地域活動支援センター 6 （24.0）

　授産施設 6 （24.0）

　ディケア 5 （20.0）

　訪問看護 3 （12.0）

　訪問介護 2 （ 8.0）

　当事者会 2 （ 8.0）

　就労継続支援センター 1 （ 4.0）

　グループホーム 0 （ 0.0）

同居の有無 同居している 15 （51.7） 

同居していない 14 （48.3）
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こと、「仕事を見つけること」「仕事の復職」など
の就労に関すること、「病気悪化時の対応」「病気
の再発・悪化」などの病気に関することであった。
　また、対象者が「全く感じない」と回答が多か
った項目は「勉強・学校」などの社会生活に関す
ること、「戸締まり・火の始末」、「食事」、「洗濯」

「服薬管理」などの日常生活に関すること、「近
隣との付き合い」などの対人関係に関することで
あった。
　 3 ．WHOQOL−26（表 2 ）
　QOL値は3.03±0.39、領域別QOL値ではQOL値
（全体）が2.47±0.63と最も低く、QOL値（環境）

図 １ 　生活上の気がかり
（ｎ＝29）
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が3.21±0.53でもっとも高かった。最も低かった
QOL値（全体） では「自分の生活の質をどのよ
うに評価しますか」という項目に対して、「良い」
と回答したものはわずか 2 名（6.9％）であった。 
「自分の健康状態に満足していますか」という項
目に対して「非常に満足」、「満足」と回答したも
のはわずか 3 名（10.3％）であった。
　 ４ ．「生活上の気がかり」とQOL値の関係（表 3 ）
　QOL値と「食事」（ｒ＝－0.40）、「規則正しい生活」
（ｒ＝－0.39）、「余暇時間」（ｒ＝－0.39）などの日
常生活に関すること、「近隣との付き合い」（ｒ＝
－0.50）、「友人とのつきあい」（ｒ＝－0.56）、「異性
とのつきあい」（ｒ＝－0.50）、 「家族とのつきあい」
（ｒ＝－0.44）、などの対人関係に関すること、「勉
強・学校」（ｒ＝－0.39）、「銀行・役所等の利用」（ｒ
＝－0.41）などの社会生活に関することにおいて、
それぞれ中等度の負の相関が認められた。

考　　察
　在宅精神障害者の「生活上の気がかり」 と
QOLを把握し、 その関連を明らかにすることに
より地域生活を支援するための示唆を得ることを
目的に、研究協力施設を通して、在宅精神障害者
を対象に質問紙調査を行った。本研究の回収率が
38.6％であったことは、調査対象者の研究協力へ
の自由意志を最大限尊重した結果によるものだと
考えている。
　 1 ．在宅精神障害者の「生活上の気がかり」に
ついて 
　本研究の対象者のおよそ半数が、「経済的なこと」
などの経済的基盤に関すること、「仕事の復職」
や「仕事を見つけること」の就労に関すること、
「病気悪化時の対応」「病気の再発・悪化」など
の病気に関することについて「生活上の気がかり」
として捉えていた。 
　精神障害者の経済的基盤については、厚生労働
省の報告11）では、精神障害者の33.2％から40.4％
が「経済的なこと」を不安や悩みとしてとらえて
おり、所得月額10万円以下の場合、「障害にかか
わる年金有り」は72％、「障害にかかわる年金など」
は64％が占めると報告している。 土屋12） の報告
も身体障害者の収入平均額（年収）が216.18万円
に対し、精神障害者は106.22万円だったと報告し
ている。つまり、精神障害者の場合、経済的基盤
が弱い。したがって、在宅精神障害者の経済的基
盤の弱さが「生活上の気がかり」として反映され
ていると推察される。在宅精神障害者が安心して

表 2 　QOL値と領域別QOL値の平均と標準偏差
（ｎ＝29）

平均 標準偏差
QOL値 3.03 0.39
全体 2.47 0.63
身体的領域 2.93 0.45
心理的領域 2.87 0.53
社会的関係 2.92 0.79
環境 3.21 0.53

表 3 　「生活上の気がかり」とQOL値の相関関係
相関係数

病気の再発・悪化 　0.07
家族関係 −0.01
友人・異性関係 　0.02
単身生活 −0.14
仕事の復職 −0.14
仕事を見つけること −0.17
仕事の継続 　0.10
年金受給 −0.17
経済的なこと −0.29
住居 −0.33
食事 −0.40*
掃除・整理整頓 −0.36
洗濯 −0.26
買い物 −0.24
金銭管理 −0.37
規則正しい生活 −0.39*
交通機関の利用 −0.30
近隣との付き合い −0.50**
友人との付き合い −0.56**
異性との付き合い −0.50**
家族との付き合い −0.40*
余暇時間 −0.39*
勉強・学校 −0.39*
仕事のこと −0.16
服薬管理 −0.25
健康管理 −0.30
病気悪化時の対応 −0.28
戸締まり・火の始末 −0.29
銀行・役所等の利用 −0.41*
電話の利用 −0.32

*ｐ＜0.05　**ｐ＜0.001
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暮らすための経済的基盤を強固にする経済的支援
が求められる。
　精神障害者の就労について、厚生労働省による
と障害者の就業率は40.3％、知的障害者の就業率
が最も高く、精神障害者の就業率は17.4％と最も
低い11）と報告している。本研究の対象者のうち、
96.6％が就労していないという結果は精神障害者
の就労の困難性という事実を再確認するものであ
った。さらに、厚生労働省11） は未就労者のうち
就職を希望する者の割合は62.3％と非常に高く、
求職行動を行っている者は50.7％、求職活動内容
も「広告、ちらし等」による情報収集が約半数を
しめていると報告している。つまり、精神障害者
の場合、就労に対する希望はあるが、実際の求職
行動・就労にはなかなかつながらないことが推察
される。また、独立行政法人高齢・障害・求職者
雇用支援機構障害者職業総合センターは、精神障
害者の就労について、短期間で離職する傾向にあ
り、 1 ヶ月未満の離職では就労への動機や構え、
労働に必要な社会常識が不足していたと報告して
いる13）。「保護就労」場面でも、約半数が半年以
内に離職し、 3 / 4 が 2 年以内に離職していると
報告している14）。つまり、精神障害者の場合、仕
事に就く困難性に加え、就労継続の困難性も抱え
ていると推察される。精神障害者の一般就労の困
難性について、 青木15） は「精神障害の特性（コ
ミュニケーションのとりにくさ・対人関係の構築
のしづらさ等）を考えると、精神障害者は一般就
労によって経済的基盤を満たすことが容易ではな
く、所得保証が不可欠といえる。」と述べている。
精神障害者の就労に向けて、個人の希望に寄り添
いつつ求職活動を支援することと、就労に必要な
生活リズムの確立や対人関係技能の習得を支援す
ることが重要であると考えられる。
　「病気の悪化時の対応」について、精神障害者
の42.2％から52.3％と約半数近くが「病気の再発」
を不安や悩みとして捉えていると報告している11）。
羽藤16） は調査時点の 1 ヶ月以内に精神障害者の
6 割は「不安やイライラ」「後悔や不満」を経験し、
3 割弱は「幻聴や妄想の強まり」を経験していた
と報告している。在宅精神障害者は病気の再発・
悪化につながらないまでも、不安やイライラなど
経験しながら日常生活を送っていることが推察さ
れる。緊急時における精神障害者の適切な医療を
確保するために精神科救急医療体制の整備が進め
られているが、普段から「不安やイライラ」には
どのような対応が可能か、「幻聴や妄想の強まり」

にはどのように対応するかなど、症状毎に対応を
検討し、在宅精神障害者の気がかりを解消できる
ような支援が重要であると考えられた。
　 2 ．在宅精神障害者の「生活上の気がかり」と
QOLについて 
　本研究で得られたQOL値は3.03±0.39で、中根4 ）

が行った大規模調査による一般人口の平均QOL
値3.29や國方17）の報告にある一般住民の平均QOL
値3.18に比べて低い値をしめしていた。
　相関関係にあった項目は 9 項目で、いずれも負
の相関関係が認められ、 相関の強さは0.39から
0.56を示していた。
　「食事」や「規則正しい生活」、「余暇時間」は
日常生活上の気がかり、「近隣との付き合い」、「異
性との付き合い」、「家族とのつきあい」は対人関
係上の気がかり、「勉強・学校」、「銀行・役所等
の利用」は社会生活上の気がかりとして分けるこ
とができる。これらは対人関係を中心とした技能
と日常生活上・社会生活上の技能を含んだ「社会
生活技能」 として捉えることができる。 國方18）

は「社会生活技能」を「社会資源の利用」「身だ
しなみへの配慮」「コミュニケーションスキル」「生
活環境の整備」と位置づけ、「社会生活技能」が
精神障害者のQOLに影響することを報告してい
る 6 ）。
　「生活上の気がかり」として多くの対象者が「大
いに感じる」と回答していた「経済的なこと」や
「仕事を見つけること」 はQOLとの関連が認め
られなかった。つまり、在宅精神障害者にとって
経済的基盤に関することや就労に関することは大
きな「生活上の気がかり」ではあるが、むしろ、
在宅精神障害者にとって身近な日常生活や対人関
係、社会生活に関する気がかりを改善することが
QOLの向上につながると推察される。
　精神障害者が地域で暮らすためには精神症状が
安定しているだけでは、地域で安心して暮らすこ
とにつながらない。精神障害者は人生を楽しむ素
地が失われることなく、生き生きと送れるように
支援するには、個人が捉える「生活上の気がかり」
に対応・対処できるような支援が重要であると考
える。
　本研究は研究協力が得られた施設で無記名質問
紙調査を実施したため、調査対象者には偏りが存
在する可能性があり、分析対象者数は29ケースと
少ない。したがって、在宅精神障害者の「生活上
の気がかり」 やQOLとして一般化することは難
しい。今後、本研究により得た回収率を参考に必
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要サンプル数を備えた標本調査を実施するなど、
在宅精神障害者の「生活上の気がかり」 やQOL
の一般化に努めたいと考えている。 

結　　論
　在宅精神障害者のQ O L値は一般住民の平均
QOL値に比べて低く、「経済的なこと」、「仕事の
復職」、「仕事を見つけること」など就労に関する
こと、「病気悪化時の対応」を「生活上の気がかり」
として捉えていた。QOL値と各項目との間で、「食
事」や「規則正しい生活」、「余暇の時間」、「近隣
との付き合い」や「異性との付き合い」、「家族と
の付き合い」、「勉強・学校」や「銀行・役所等の
利用」と有意な負の相関を認めた。個人が捉える
「生活上の気がかり」を中心とした支援の必要性
が示唆された。
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